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１　歳入     (単位:千円)

平成３０年度
当初予算額（Ａ）

平成２９年度
当初予算額（Ｂ）

  前年度比
（Ａ）／（Ｂ）％

30,871,792 32,681,827 94.5

　福祉総務課 13,614,775 16,045,057 84.9

　障がい福祉課 12,197,927 11,209,348 108.8

　高齢者支援課 669,290 968,266 69.1

　地域包括ケア推進課 6,130 6,644 92.3

介護保険課 104,325 102,526 101.8

保険年金課 4,279,345 4,349,986 98.4

72,449,088 90,884,435 79.7

77,750,047 77,789,577 99.9

高齢者支援課 215,858 153,186 140.9

地域包括ケア推進課 2,650,419 1,989,346 133.2

介護保険課 74,883,770 75,647,045 99.0

8,399,106 7,874,953 106.7

189,470,033 209,230,792 90.6

平成30年度当初予算総括表　　
福祉部

介護保険事業会計

合     計

一  般  会  計

課  名

後期高齢者医療事業会計

国民健康保険事業会計
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２　歳出     (単位:千円)

平成３０年度
当初予算額（Ａ）

平成２９年度
当初予算額（Ｂ）

  前年度比
（Ａ）／（Ｂ）％

69,128,865 71,759,283 96.3

　福祉総務課 19,256,943 21,743,877 88.6

　障がい福祉課 20,456,051 19,255,729 106.2

　高齢者支援課 2,842,040 3,270,819 86.9

　地域包括ケア推進課 598,840 532,215 112.5

介護保険課 10,849,507 10,775,803 100.7

保険年金課 15,125,484 16,180,840 93.5

72,449,088 90,884,435 79.7

77,731,695 77,771,286 99.9

高齢者支援課 277,577 192,939 143.9

地域包括ケア推進課 3,430,690 2,533,310 135.4

介護保険課 74,023,428 75,045,037 98.6

8,399,106 7,874,953 106.7

227,708,754 248,289,957 91.7

福祉部

介護保険事業会計

合     計

課  名

一  般  会  計

後期高齢者医療事業会計

国民健康保険事業会計
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福祉部

（一般会計）

福祉総務課

◎

( 国)

(一般)

◎

( 国)

(一般)

◎

( 国)

(一般)

◎

344

中国残留邦人等への支援
（P151）

202,644

生活困窮者を包括的に支援するため，ワンストップ型の
相談窓口を設置し，多重債務や就労などの相談・支援
を行うとともに，複合的な課題を抱える生活困窮者に
は，個々の状況に応じた支援プランを作成し，関係機関
と連携しながら，就労準備支援や学習支援などの法定
事業へ参加してもらい，早期の自立を目指す。

低所得者への支援

援助を必要とする人への支援

70,832

56,653

中国残留邦人等の生活の安定及び自立の支援を図る。

○月平均対象世帯･人員数（見込）
　　 ・ 24世帯/月
　　 ・ 34人/月
○負担割合
　　　 国：3/4（配偶者支援金は10/10）
　　　 市：1/4

14,179

事　業　名
（予算説明書内の該当ページ）

生活困窮者自立支援事業
（P151）

81,825

202,988

7,534

地域保健福祉活動の推進

民生委員・児童委員活動に対する支援

○地区民児協数　　　　　　　　　　　　　 75地区
○民生委員・児童委員定数　　　　　　1,375人
　　　　　　　　　　　（うち主任児童委員　151人）

民生委員・児童委員活動費
（民生委員協力員制度）
（P151）

平成30年度当初予算主要事業

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

74,291

事　業　の　概　要

民生委員協力員
民生委員が担当地区を１人でカバーすることが困難な
場合，民生委員協力員１名を配置し，活動の負担軽減
や次代を担う民生委員候補者の育成につなげる。

◎

(一般)

◎

( 国)

(一般)
471,293

地域での多様な福祉課題に対応するため，的確なニー
ズの把握，多様な社会資源との連携により問題解決へと
導く「つなぎ役」となる人材を福祉専門職の中から地域
福祉コーディネーターとして育成する。
 また，育成した地域福祉コーディネーターの更なる知
識・技術の向上を図る。

667地域福祉コーディネーター育成
事業（P151）

667

地域福祉推進の核となる新潟市社会福祉協議会に対
し，その活動や運営に必要な補助を行うことで，社会福
祉活動の円滑な運営，地域福祉の充実を図る。

514,293新潟市社会福祉協議会補助金
（P151）

43,000
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

福祉総務課

◎

（国)

（一般)

◎

( 国)

( 県)

（一般)

◎

( 国)

(一般)

◎

生活保護扶助費等
（P159）

4,439,788

5,151

3,897

法外援護費
（P159）

6,877

認知症高齢者や知的・精神障がい者の福祉サービス利
用援助や日常的な金銭管理の支援を行う新潟市社会
福祉協議会に対して助成する。

○利用料金
・基本料1,000円/時間　以降30分ごと400円＋交通費
・預かりサービス（貸金庫）　年1,200円
・利用料金減免対象者
                       生活保護受給者（全額）
　　　　　　　　　   市民税非課税者（利用料の1/2）

保健福祉サービスの利用支援

23,669

生活に困窮している方に最低限度の生活を保障すると
ともに，あわせてその自立の助長を図る。

○月平均被保護世帯･人員数（見込）
　　・   9,226世帯/月
　　・ 12,149人/月
○負担割合
　　　国：3/4
　　　市：1/4

13,319,358

今後，親族等による成年後見の困難な方々が増加する
と見込まれる中で，認知症高齢者，知的障がい者，精神
障がい者等が，住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う，成年後見支援センターを運営し，市民からの相談へ
の対応や成年後見制度の普及・啓発を行うとともに，新
潟市社会福祉協議会が法人後見を受任し，権利擁護を
推進する。

日常生活自立支援事業への助
成
（P151）

1,696

44,456

17,759,146

20,787

成年後見事業への支援
（P151）

10,744

被保護世帯のうち，子どもに対する支援の充実と空港騒
音地域に対する空調機器の電気料補助

扶 助 費

( 国)

(一般)

（P159） 音地域に対する空調機器の電気料補助
　　・小・中学校入学祝品
　　・小・中学校修学旅行支度金
　　・高校進学等祝金
　　・電気料補助

123

6,754
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

障がい福祉課

◎

( 国)

( 県)

(一般)

◎

( 国)

( 県) （千円）

○居宅介護給付
( 他) ○短期入所給付

(一般) ○生活介護給付
○共同生活援助給付
○サービス利用計画作成等給付（者）
○施設入所支援給付
○療養介護給付
○障がい児施設入所支援給付
○障がい児通所支援給付
○サービス利用計画作成等給付（児）

○就労移行支援・就労継続支援給付

◎

1,330

　条例周知に係る研修会・講習会等を積極的に開催す
るとともに，条例推進会議の提案による「ともにプロジェク
ト」を推進して障がいのある人とない人がふれあう機会を
増やし，障がい者理解の促進を図る。

○ 条例周知に係る研修会・講習会等の開催
○ 条例推進会議開催
○ 調整委員会開催
○ 「ともにプロジェクト」の推進

6,545,806

70,926

271

1,415,187

2383 市内の施設・事業所の職員に対し専門研修への参加

2,144

3,616,316

543

3,243,137

3,484,310

1,755,694
277,521

共生のまちづくり条例の普及啓発

共生のまちづくり条例関連事業
（Ｐ１５７）

186,186

介護給付費等関連事業

介護給付等関連事業
（Ｐ153）

13,634,557 障がい者の日常生活を支援するために必要な介護サー
ビスを提供し,地域での自立した生活の推進を図る。

3,708,934

462,087

423,745
119,194

694,794

1,035,979

強度行動障がい者（児）支援職

229,298 ○移動支援・生活サポート・日中一時支援（地域生活支援事業）

◎

(一般)

2,383 市内の施設事業所の職員に対し，専門研修への参加
に係る費用の助成を行うとともに，実際に強度行動障が
い者(児)を支援する現場での研修の場を設けることで，
適切に支援できる事業所及び職員を増やし，強度行動
障がい者(児)及びその家族が安心して暮らせる環境を
整える。

○県研修受講料等補助
○実地研修開催委託

2,383

強度行動障がい者（児）支援職
員育成事業
（Ｐ１５７）
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

障がい福祉課

◎

( 国)

( 県)

(一般)

◎

(一般)

在宅生活支援事業

日常生活用具給付費
（Ｐ157）

186,612

92,015

46,007

48,590

障がい者・児が日常生活を便利に，また容易に過ごすた
めに必要な用具を給付する。

　○対 象 者：重度身体障がい者・児，重度知的障がい
                   者・児，軽・中等度難聴児，難病患者
　○費用負担：用具の基準額内の価格の１割負担，世
　　　　　　　　　　帯の所得状況に応じて月額負担上限
　　　　　　　　　　額あり。
　○給付品目：視覚障がい者用ポータブルレコーダー・
  　　　　　　　　拡大読書器，聴覚障がい者用通信装
　　　　　　　　　置，人工喉頭，特殊寝台，入浴補助用
　　　　　　　　　具，ストマ装具等

　◎補聴システム【拡充】
　　　身体障害者手帳の交付対象とならない軽・中等
　　　度の難聴児を対象に，生活や学習への適応を支援
　　　するため，補聴システムの購入費用の一部を助成
　　　する。
　　　・基準額　183,000円
　　　・見込人数　10人

グループホーム運営費補助事業
（Ｐ１５７）

60,630 障がい者が地域で自立した生活を望むことに対する支
援対策として，共同生活の場として運営されるグループ
ホームの運営費の一部を補助する。

 ○グループホーム運営費補助金
　  ・土地・建物賃借料
    ・強度行動障がい者用補強工事費
    ・強度行動障がい者用生活支援員配置加算
    ・世話人処遇改善加算
    ・重度者支援加算
    ・体験型グループホーム運営費補助

60,630

◎

( 国)

( 県)

(一般)

◎

(一般)

◎

(一般)

農業を活用した障がい者雇用促
進事業
（Ｐ157）

あぐりサポートセンターを運営し，障がい者と農業者の
マッチングを行い，新たな職域（農業分野）の拡大や工
賃の向上を図る。

○新潟市総合福祉会館内に設置
○平成27年4月開設
○就労支援員2名を配置

51,963

障がい者相談支援事業

25,529

25,529

13,120

50,229

25,114

就労支援事業

障がい者就業支援センター事業
（Ｐ157）

障がい者雇用を推進するための中心となる施設を運営
し，就職を希望する障がい者の相談から就職後の定着
支援まで一貫した支援を実施することにより障がい者の
雇用率向上を図る。

○新潟市総合福祉会館内に設置
○平成25年10月開設
○就労支援員５名を配置

127,306 障がいのある方からの相談や情報提供などの支援を行
うほか，「共生のまちづくり条例」に係る障がい等を理由
とする差別相談機関として，障がい児・者が安心して地
域で暮らせるよう，相談支援体制の整備を図ります。

○一般相談
○地域の相談支援体制の強化
○地域移行・地域定着促進
○権利擁護・虐待防止
○共生のまちづくり条例相談機関

13,120

障がい者基幹相談支援センター
事業
（Ｐ157）

6



福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

高齢者支援課

◎

(一般)

◎

(一般)

◎

(一般)

◎

(一般)

虐待の未然防止を図るため，市民，施設の意識や理解
を深めるとともに，緊急時の円滑かつ安全な対応のため
の対策を行う。

○事業概要

高齢者虐待防止事業
（P161）

2,062

あんしん連絡システム事業
（P161）

3,611

在宅介護支援

紙おむつ支給事業
（P161）

377,328

地域における相談・支援体制の充実

在宅高齢者等介護サービス利用
支援給付事業
（P161）

110,032

110,032

電話のないひとり暮らしの高齢者等に対し，定期的な安
否確認のため，福祉電話を貸与する（新規受付は，平
成30年3月31日をもって廃止）。

○対象者
　電話のない65歳以上のひとり暮らし又は高齢者のみの
　世帯等で，市民税非課税世帯であり，重度の要介護
　状態にあるなど，定期的に安否確認等を必要とする方

在宅の要介護高齢者の保健衛生の確保と介護者の精
神的・経済的負担の軽減を図るため紙おむつを支給す
る。

○身体要件　 要介護１～５で，常時おむつが必要な方
○所得要件　 市民税本人非課税の方

377,328

在宅要介護高齢者等を介護する家族の精神的負担軽
減と介護サービスの利用促進を図るため月額8,000円
（年4回）を支給する。

○対象者
　以下の要件の高齢者を月20日以上在宅で介護した方
　・身体要件　　要介護３～５の方
　・所得要件　　市民税非課税世帯の方

自立した生活への支援

2,062

3,611

◎

(一般)

○事業概要
　・高齢者虐待防止連絡協議会の開催
　・専任相談職員の配置
　・虐待対応担当職員の研修
　・養介護施設・事業所管理者等への研修
　・市民・関係機関への虐待防止の啓発
　・緊急一時保護施設の確保

36,250 身体機能が低下した高齢者が安全な日常生活を送れる
よう，住宅リフォーム費用の一部を助成する。

○対象者
　要支援・要介護認定を受けた65歳以上の高齢者がい
　る世帯で，世帯全員の前年の収入合計が600万円未
　満の世帯
　＜助成率・助成限度額＞
　・生活保護世帯：助成率100％・限度額 30万円
　・所得税非課税世帯：助成率75％・限度額22.5万円
　・所得税課税世帯：助成率50％・限度額15万円

36,250

快適な住まいへの支援

高齢者向け住宅リフォーム資金
助成事業
（P161）

7



福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

高齢者支援課

◎

(一般)

◎

(一般)

◎

(一般)

◎

(一般)

◎

( 県)

(市債)

全国健康福祉祭事業
（P161）

高齢者の健康保持・増進，社会参加，生きがいの高揚
を図るため，全国健康福祉祭（ねんりんピック）に代表選
手を派遣する。
　・開催地:富山県

3,280

幸齢生きがいサポート事業
（P161）

5,000

5,000

100 高齢者への割引特典など優待実施事業者の情報や
サークル活動等に関する情報を特設ホームページで随
時発信し，社会参加や生きがいづくりの支援を行う。

高齢者の生きがいづくりの推進

敬老事業
（P161）

シニアはつらつにいがた総おどり
事業
（P161）

3,280 本市の踊り文化を生かした「総おどり体操」を活用し，健
康づくりや介護予防，生きがいづくりを促進し，健康寿命
の延伸を図る。
　・体験会，指導者養成講座の開催
　・地域活動への指導スタッフの派遣
　・「にいがた総おどり」への参加等

150,021

13,405

130,021

16000

13,405 長寿の節目の年齢を対象に，祝品を支給する。
　・敬老祝品贈呈　100歳
地域の敬老事業に助成する。
　・敬老会等への支援制度

100

小規模特別養護老人ホーム建設事業費補助金

［施設の概要］
　定員29人以下の特別養護老人ホーム

整備予定数1箇所

介護サービス基盤の充実

小規模特別養護老人ホーム建設
事業費補助金
（P163）

(一般)

◎

( 県)

(市債)

(一般)

◎

( 県)

(市債)

(一般)

◎

( 県)

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所建設事業費補助金
（P163）
（新規）

5,670 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所建設事業
費補助金

［施設の概要］
　日中・夜間を通じて，定期訪問と随時の対応により
　必要な介護・看護サービスを在宅で受けられる施設

　整備予定数　1箇所

16,000

（看護）小規模多機能型居宅介護拠点建設事業費補助
金

［施設の概要］
　「通い」，「訪問」，「泊まり」のサービスが一体的に受け
　られる施設

　整備予定数　5箇所
　（看護小規模多機能型居宅介護事業所を含む）

160,000

4,000

128,000

5,670

40,000

10,000

4,000

16,000

148,000

整備予定数1箇所

小規模多機能型居宅介護拠点
建設事業費補助金
（P163）

210,000

グループホーム建設事業費補助
金
（P163）

認知症高齢者グループホーム建設事業費補助金

［施設の概要］
　認知症高齢者が，少人数で共同生活を送る施設

　整備予定数　4箇所
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

地域包括ケア推進課

◎

(一般)

◎

（国）

（県）

（一般）

◎

（県）

介護実務者及び事業所管理者等の認知症介護技術の
向上を図ることにより，認知症高齢者に対する介護サー
ビスの質の向上を図る。

510

15,570

地域における相談・支援体制の充実

地域の茶の間助成事業
（P161）

15,570 誰もが気軽に集まり，交流できる場である地域の茶の間
を通じ，住民同士が支え合うしくみづくりの構築を進め
る。
地域の茶の間の開催頻度が高まり，住民同士の支え合
いの活動がより活発になるよう，地域の茶の間を運営す
る団体に対して，開催頻度に応じた運営経費の助成を
行い，地域の茶の間の更なる設置拡大を図る。

○月1回開催：助成上限額　2,500円/月
○月2回以上開催：助成上限額　5,000円/月（※）

※：月2回以上開催する茶の間については，3年以内に
週1回以上開催するための計画書の提出を助成の条件
とする。

認知症高齢者等地域支援推進
事業
（P161）

2,328

628

438

1,262

認知症高齢者等が住み慣れた地域で尊厳を保ちながら
安心して生活を継続できるよう，地域での支援体制の整
備を図る。

　・認知症サポーター養成講座
　・認知症サポーターステップアップ講座
　・キャラバン・メイト養成研修
　・キャラバン・メイトフォローアップ研修
　・かかりつけ医認知症対応力向上研修
　・医療従事者向け認知症対応力向上研修
　・認知症サポート医養成研修

7,587認知症介護実践者等養成事業
（P163）

（他）

（一般）

　・認知症介護基礎研修
　・認知症介護実践者研修
　・認知症介護実践リーダー研修
　・認知症対応型サービス事業管理者研修
　・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
　・認知症介護指導者養成研修

4,539

2,538
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

介護保険課

◎

( 県)

(一般)

介護保険サービス利用料助成事
業
（P161)

4,517

1,606

6,123 低所得者で特に生計が困難である者が，社会福祉法人
及び民間事業者が提供する特養，通所介護，訪問介護
等の介護サービスを利用する場合，その経済的な理由
から介護保険サービスの利用を控えることがないよう，利
用者負担を軽減する。

○対象・内容
　①市民税非課税世帯のうち，以下の要件を全て満た
　　 す者
　・単身世帯で年収150万円以下
　（世帯員１名増すごとに50万円を加算）
　・単身世帯で預貯金等350万円以下
　（世帯員１名増すごとに100万円を加算）
　・日常生活に供する資産以外の資産を所有していない
　・負担能力のある親族に扶養されていない
　・介護保険料の滞納がない
　（軽減率）
　介護サービス費，食費・居住費及び宿泊費の利用者
　負担額のうち1/4を軽減（老齢福祉年金受給者は1/2）
　②生活保護受給者
　（軽減率）
　特別養護老人ホーム，ショートステイの個室（居住費）
　利用者負担額の全額

在宅介護支援
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福祉部

（一般会計）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）

事 業 費
財源内訳

事　業　の　概　要

保険年金課

○保険基盤安定負担金（保険料軽減分）

（国） ○保険基盤安定負担金（保険者支援分）

○職員給与費・事務費

（県） ○出産育児一時金

○財政安定化支援事業

（一般） ○国庫負担金減額措置分

◎広域連合に対し運営のための共通経費を負担する。

（他） ・負担割合
均等割

（一般） 高齢者人口割
人口割

◎療養給付費について法定負担割合に基づき広域連合に

（一般）
・市町村負担率　1/12

○保険基盤安定負担金（保険料軽減分）

（県） ○その他繰入金（健康診査分）
○その他繰入金（その他事務費分）

（一般）

後期高齢者医療事業会計繰出
金
（P161）

1,949,181

1,205,451

307,042

1,607,269
217,083
124,829

後期高齢者医療療養給付費負
担金
（P161）

国民健康保険事業会計繰出金
（P151）

5,959,309

国民健康保険制度の適正な執行

50%

6,729,291

後期高齢者医療制度の推進

新潟県後期高齢者医療広域連
合負担金
（P161）

6,729,291

40%

352,332

45,290

182,892

616,401

1,457,000

2,360,037

負担する。

106,400

1,236,579

3,096,532

2,134,277

728,500

10%

（ 般）

◎国民年金法による法定受託事務に要する経費

（国）

国民年金費
（P165・167）

39,360

39,360

743,730

（人件費，事務費）

国民年金諸経費
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福祉部

（国民健康保険事業会計）

保険年金課

○一般被保険者数
人（年間平均見込）

（県） ○退職被保険者数
人（年間平均見込）

（一般）
・療養諸費
・高額療養費
・移送費
・出産育児諸費
・葬祭諸費

○医療給付費分の保険料率

・所得割
（県） ・均等割

・平等割
（他） ・賦課限度額

（一般）

○後期高齢者支援金等分の保険料率
・所得割

（他） ・均等割 7,200円
・平等割 9,000円
・賦課限度額 190,000円

○介護保険第２号被保険者数
人（年間平均見込）

（他）
○介護納付金分の保険料率

・所得割
・均等割
・賦課限度額

○特定健康診査等事業費
○医療費通知事業費

（県） ○がん検診等助成事業費
○健康啓発事業費

（他）

（単位　千円）
課　名

（30年度担当課）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

保険給付費

保険給付費
（P17・19）

51,297,111
160,646

51,080,093 1,183

217,018 44,880,480
6,199,611

2
159,668
57,350

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分
（P19）

12,486,167
7.6%

17,700円
581,498 22,200円

後期高齢者支援金等分
（P19）

4,570,515
3.1%

4,570,515

14,100円
160,000円

580,000円
2,631,885

9,272,784

311,097 17,229
○ジェネリック医薬品差額通知事業費

介護納付金分
（P21）

1,470,280
49,045

1,470,280
2.5%

4,760
486,150

保健事業費

保健事業費
（P19・21）

797,247 713,841
32,102
29,315
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福祉部

（介護保険事業会計）

高齢者支援課

◎

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

28,462

5,483

6,535

1,355

5,483

介護専門職人材確保支援事
業
（P99）

2,000

（単位　千円）

1,620

1,355

23,899

10,961

11,949

認知症高齢者等の権利擁護及び法的地位の安定性を
図るため，成年後見制度利用に係る費用の一部を助成
する。

○対象者
　・認知症高齢者等
　・助成を受けなければ，成年後見制度の利用が困難と
    認められる方
○助成対象金額
　・申立にかかる費用
　・後見報酬

2,710

地域支援事業

課　名
（30年度担当課）

事　業　名
（予算説明書内の該当ページ）

事 業 費
事　業　の　概　要

財源内訳

介護従事者の確保及び雇用定着を進めるとともに，介
護サービスの質の向上を図るため，事業者に対し研修
や資格取得のための費用の一部を助成する。

2,000

介護保険事業

介護保険制度の円滑な運営

11,949

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）等に生活援
助員（ＬＳＡ）を派遣し，安否確認や生活指導，関係機関
への連絡等を行い，高齢者が安心して暮らせる体制づ
くりを図る。

25,685

自立した生活への支援

成年後見制度利用支援事業
（P103）

62,077

14,280

高齢者住宅等安心確保事業
（P103）

7,040

12,842

15,347

12,842

配食サービス事業
（P103）

あんしん連絡システム事業
（P103)

ひとり暮らしの高齢者等に対し，栄養改善と自立支援及び
安否確認を行うため，宅配弁当を提供する。

○対象者
　高齢者の単身世帯又は高齢者のみの世帯で，食事作り
　が困難な方等

66,716 ひとり暮らしの高齢者等に対し，定期的な安否確認と緊急
時の対応のため，緊急通報装置を貸与する。

○対象者
　65歳以上のひとり暮らし又は高齢者のみの世帯等で，
　健康に不安があり，定期的に安否確認等を必要とす
   る方
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福祉部

（介護保険事業会計） （単位　千円）
課　名

（30年度担当課）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

高齢者支援課

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

1,197

598

100,140 在宅の要介護高齢者の保健衛生の確保と介護者の精
神的・経済的負担の軽減を図るため紙おむつを支給す
る。

○身体要件　　要介護４～５で，常時おむつが必要な方
○所得要件　  市民税非課税世帯の方

23,035

19,276

徘徊高齢者家族支援サービス
事業
（P103）

38,553

3,111

紙おむつ支給事業
（P103）

19,276

598

718

在宅介護支援

認知症高齢者の事故防止や介護する家族の負担軽減
を図るため，位置検索端末を貸与する。
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福祉部

（介護保険事業会計） （単位　千円）
課　名

（30年度担当課）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

地域包括ケア推進課

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

介護予防・生活支援サービス
事業
（P103）

2,120,739 要支援認定者等の多様な生活支援のニーズに対応す
るため，介護予防訪問介護・通所介護と同様のサービス
に加え，住民主体の支援などによるきめ細かなサービ
ス・支援の提供を可能とする。

　○訪問型サービス
　　　・介護予防訪問介護相当サービス
　　　・訪問型基準緩和サービス
　　　・住民主体の訪問型生活支援
　　　・訪問型短期集中予防サービス
　○通所型サービス
　　　・介護予防通所介護相当サービス
　　　・通所型基準緩和サービス
　　　・通所型短期集中予防サービス

536,336

265,093

1,054,217

265,093

11,197

2,814

22,519
209

5,694

2,814

1,678

219,823

55,592

109,277

地域支援事業

介護予防ケアマネジメント事業
（P103）

旧豊照小学校を活用し，認知症予防に資する運動プロ
グラム及び運動の習慣化が，認知機能を含めた介護予
防に，どのような効果をもたらすかを検証し，介護予防
事業の見直しと運動習慣の啓発を図る。

①認知機能維持・向上プログラムモデル事業
　通所型短期集中予防サービス「幸齢ますます元気
　教室」に認知症予防プログラムを追加したモデル事業
　を実施する。
②運動習慣による認知機能維持・向上効果確認事業
　①の教室参加者及び元気高齢者を対象に旧豊照小
　で運動・体操の機会を提供し，参加者，非参加者で
　認知機能の評価を比較する。

1,520

751

2,990

751

介護支援ボランティア事業
（P103）

65歳以上の高齢者が介護施設等でボランティア活動を
行った場合，その活動時間に応じ，換金できるポイント
を付与する事業を実施し，介護予防及び高齢者の社会
参加の支援を図る。

　・にいがたし元気力アップ・サポーター制度

認知機能維持・向上モデル事
業
（P103）

6,012

介護予防・生活支援サービスの推進

地域包括支援センター等が要支援認定者等に対し，総
合事業によるサービス等が適切に提供できるようケアマ
ネジメントを行う。

介護予防の推進

認知症予防教室
（P103）

高齢者が集う地域の身近な場所に，研修を受講した運
動普及推進委員等を派遣し，運動・栄養・口腔ケア・脳
のトレーニングを含む総合的な介護予防のメニューを提
供する。

27,477

209

837

423

27,477
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福祉部

（介護保険事業会計） （単位　千円）
課　名

（30年度担当課）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

地域包括ケア推進課 ◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

5,390

6,440

1,365

認知症初期集中支援推進事
業
（P103）

5,390

保健師や精神保健福祉士，介護福祉士等の専門職と
認知症の専門医で構成されたチームが，認知症が疑わ
れる人やその家族を訪問し，アセスメント，家族支援など
の初期の支援を包括的・集中的に行うことで，早期診断
や必要なサービス提供など早期対応の構築を目指す。
平成30年度中にチームを増設し，地域包括支援セン
ターと連携しながら，全市域で取り組む。

○チーム数　H29：2チーム→H30：4チーム

10,780

生活支援体制整備事業
(P103)

160,596

支え合いのしくみづくりを進めるための拠点として，各区
に設置したモデルハウスにおいて，常設型地域の茶の
間の運営や生活支援，介護予防活動などを実施すると
ともに，その活動ノウハウの普及を図る。

認知症地域支援・ケア向上事
業
（P103）

7,092 認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるよう，医療や介護サービス及び地域の支援機関と
の連携の役割を担う認知症地域支援推進員を配置する
とともに，認知症の状態に応じた適切な医療や介護
サービス提供の流れなどを掲載したガイドブック（認知症
ケアパス）を作成・配布し，普及啓発を図る。

　・認知症対策地域連携推進会議の開催
　・認知症地域支援推進員の配置
　・認知症ケアパスの改訂

1,365

807,457

地域における相談・支援体制の充実

地域包括支援センター運営事
業
（P103）

5,154

1,632

地域介護予防活動支援事業
（P103）

日常生活圏域ごとに設置する地域包括支援センターに
おいて，介護予防を推進するとともに，地域における保
健・福祉・医療サービス等様々な社会資源の連携を図
り，高齢者が住み慣れた地域で安心して過ごすことがで
きるよう継続的に支援する。
平成30年度中に，複数の行政区にかかる等地域の実態
に合わない日常生活圏域の境界を見直す。併せて，高
齢者人口の多い圏域においてはきめ細かな支援体制を
構築するため，圏域を分割する。

○日常生活圏域　H29：27圏域→H30：29圏域

309,804

154,902

地域包括ケア推進モデルハウ
ス事業
（P103）

週1回以上開催する地域の茶の間を運営する団体に対
し，立ち上げ経費及び運営経費の一部を補助する。

○初期費用（初年度のみ）：200,000円/団体
○運営経費：20,000円/月

5,809

2,621

1,295

2,730

11,390

28,000

187,849

154,902

2,872

22,943

2,872

10,365

支え合いのしくみづくり推進員が中心となり，地域で不
足する支援やサービスを創出する取り組みを強化する。
また，サービスを提供する側も受ける側も安心して活動
し，利用できる助け合い活動の仕組みを学ぶ「助け合い
の学校」を開始する。

61,829

30,914

36,939

30,914

1,295
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福祉部

（介護保険事業会計） （単位　千円）
課　名

（30年度担当課）
事　業　名

（予算説明書内の該当ページ）
事 業 費

事　業　の　概　要
財源内訳

介護保険課

◎介護保険制度における介護サービス費の給付

( 国) 　・居宅介護サービス等給付費
　・施設介護サービス給付費

( 県) 　・地域密着型介護サービス等給付費
　・審査支払手数料等諸費

( 他) 　・高額介護サービス等費
　・高額医療合算介護サービス等費

(一般) 　・特定入所者介護サービス等費

◎

( 国)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

◎

( 国)

( 県)

( 他)

(一般)

介護保険制度の円滑な運営

住宅改修支援事業
（P105）

600 ケアプランの提供を受けていない要介護・要支援認定
者に対し，介護支援専門員等が行う住宅改修の理由書
作成業務について助成する。

231

115

139

115

介護給付費適正化事業
（P105）

8,536 介護給付費通知書の送付や，県国保連合会へ介護給
付適正化業務を委託するほか，適切なサービス提供が
行われるよう，ケアプラン点検を実施することにより，介
護費用の適正化を図る。3,286

1,643

1,964

1,643

地域支援事業

地域における相談・支援体制の充実

介護相談員派遣事業
（P103）

8,437 介護相談員が特別養護老人ホーム等の施設を訪問し，
利用者の疑問や不満・不安などを聞き，必要に応じて事
業者に改善を求めるなど，介護サービスに対する苦情を
未然に防ぐとともに，質の向上を図る。3,248

1,624

1,941

1,624

要介護認定関係研修事業
（P99）

4,859 適切な要介護認定が実施されるよう，介護認定に関わる
者の必要な知識と技術の習得，向上を図る。

　・介護認定審査会委員研修
　・介護認定審査会運営適正化研修
　・認定調査員研修

505

4,354

35,810,364 156,824
3,075,211

9,171,360

介護保険事業

介護保険制度の円滑な運営

介護保険給付費
（P99）

72,306,257

28,607,419
16,738,539 27,217,821

11,567,465
10,585,994 42,040

1,639,477

介護保険給付 
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福祉部

（後期高齢者医療事業会計）

保険年金課

◎被保険者から徴収した保険料及び保険基盤安定分
（保険料軽減分）を広域連合に納付する。

（他）
○保険料納付分

（一般） 　(延滞金含む)
・所得割
・均等割
・賦課限度額

○保険基盤安定分

◎後期高齢者の健康の保持増進のため健康診査を実施す
る。

（他）
○受診者数（見込）

（一般）

1,607,269

保健事業費

健康診査事業
（P139）

404,330

187,247 36,018人

217,083

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付
金
（P139）

7,841,313

6,234,044 6,234,044

1,607,269 7.40%
36,900円
620,000円

課　名
（30年度担当課）

事　業　名
（予算説明書内の該当ページ）

事 業 費
事　業　の　概　要

財源内訳

（単位　千円）
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